
 <サービスのポイント>
・YouTube、インフルエンサーマーケティン
グ業界のリーディングカンパニーである弊
社の運用ノウハウを提供
・1,000人以上のYouTuber、インフルエン
サーのキャスティング、タイアップが可能。
・お客さまのニーズに合わせて、柔軟なマー
ケティングソリューションを提案。

④SNS投稿監視パッケージ「デジパト」
<サービス概要>
SNS上での自社に対するネガティブな投稿
は、いつ投稿されるかは予測不能で、かつお
客様の信頼を失うリスクが伴うものですが、
これを人の力で確認し、対応していくことに
は限界があります。
そこで弊社では、公式アカウントに対する

「ユーザーのコメント」と「管理者投稿」を監
視できるツール「デジパト」を開発しました。
デジパトは、お客様が安心できるSNS利用
を実現する、24時間365日管理体制のリス
ク対策ツールです。このツールの導入により、
自社ブランドの毀損に繋がる風評被害や誹謗
中傷を早期に発見し、適切な対策を行うこと
が可能になります。

⑤デジタルマーケティング人材育成パッケージ
　「デジマナ」
<サービス概要>
人材のデジタルリテラシーは必須とも言え

るDX時代ですが、まだまだ「知識の習得、伝
達は、限られた有識者が口頭で･･･」その様な
事業者の方も多いのではないでしょうか。
そこで弊社では、「デジタル」に特化した

人材育成プログラム「デジマナ」を運営し、
これからの時代に必要不可欠なDX人材の育
成を支援しています。
デジマナは、デジタルマーケティングの知

識を短期間で学べるオンライン講座で、ハイ
クオリティな講座をいつでもどこでも受講す
ることができます。

<サービスのポイント>
・デジタルマーケティングに特化したハイク
オリティな100講座が視聴可能

・各分野のエキスパート約80人以上の講義
を収録

・テスト機能により習得度の確認が可能
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費用：初期開設３0万円～
※動画1本含む

費用：１ID　4,980円～

 <サービスのポイント>
・サービスへの苦情、クレーム投稿の把握
・関係者の予期せぬ不適切発現や投稿の検知
・風評対策に「安心」をお届け

費用：初期15万円・月額5万円

当社は筑波銀行と連携し、地域企業の DX を支
援しています。
今回ご紹介したサービスについてご関心のあ
る方は、お取引のある筑波銀行営業店にお声
がけください。

外部寄稿

１．地域に人とお金を循環させる	 　
地域の住民が地元の商店に足を運ばなくなる
と、事業の経営が厳しくなっていく。事業者が撤
退すると、就職する場がなくなり、人口が流出す
る。人口が減少すると、地域の商店での消費が減
り、地域経済が衰退していく…。
この流れを断ち切る特効薬はありませんが、何か

行動しないといけないと考えたとき、「地域の商店
や事業者に人とお金を循環させる仕組み」を提供す
ることで、地域経済を支えられないかと思いました。
そしてデジタルという形で提供することで地域の経
済活動を可視化したり、デジタルがゆえに地域と人
をつなげる施策を実現したりできるのではないかと
考え、デジタル地域通貨の提供を始めました。
私は、地域に人とお金を循環させる活動として、
２つの切り口が必要と考えています。一つは、地
域住民の方々に、地域の商店や事業者で消費して
もらうこと、もう一つは、地域外の人とお金を地
域に取り込むことです。

～地域の事業者に人とお金を循環させる～
地域通貨プラットフォーム

株式会社まちのわ  代表取締役社長  入戸野  真弓  氏

■外部寄稿　DXはじめの一歩

最初の取組みは、世界遺産の宗像大社を中心に
毎年開催されている宗像国際環境会議で発行した
「常若通貨」です。
宗像市は福岡市内から電車で約1時間の場所に

あります。毎年3日間にわたって開催される会議
には、全国から多くの聴講者が足を運んでくださ
るのに、会議が終わると福岡市内の博多や天神に
行って夕食を食べ、お土産を買って帰っていく…。
「宗像には福岡県有数の漁港があり、安くて新
鮮な海鮮丼を提供する地元飲食店もある。さつき
松原海岸ではYOGAやSUPも体験できる。せっ
かく宗像まで足を運んでくださっているのに、こ
の地域の魅力を体験することなく戻ってしまうの
はもったいない、どうにかできないだろうか。」
という会議の実行委員会の声を受けて、地元の飲
食店やアクティビティだけで使える地域通貨「常
若通貨」を参加者に提供したところ、地域外の方々
に足を運んでいただくことができました。

「自分たちのまちには地域の外から人が来るよう
な観光の目玉はない」と考えている自治体もあると
思いますが、マラソン大会でも地域外から人が集
まって来るので同じようなことは実現できますし、
トレッキングや農業体験など何かしらの機会はある
ものです。弊社としては、それを上手く活用して地
域に人が足を運ぶ仕組みを提供したいと思います。

2022年9月号　　筑波経済月報 17



３．地域の情報プラットフォームへ	
まちのわが提供する「地域通貨アプリ」は、複

数の商品券やポイントを一つのアプリに載せるこ
とができます。
プレミアム付商品券をはじめ、自治体の給付金、

健康ポイントやボランティアポイントなどの地域
ポイント、またマイナンバーカードとの連携も一
つのアプリで実現できます。
地域の特性や実現したいことによって施策も変

わってくると思いますので、デジタルを通じてどう
実現していくかを一緒に考えさせていただきます。

まちのわの「地域通貨アプリ」は、ブロック
チェーン/分散型台帳技術を活用することで拡張
性のある仕組みとなっており、地域ごとのアプリ
を作って提供しています。
デザインは各地域のご要望をお聞きしながら作

りますが、地域のキャラクターや歴史を反映した
ものも多く、地元のアプリとして愛着がわくとの
声を地域の方々からもいただいています。
一度商品券を発行して終わりではなく、地域を

活性化させるために商品券も給付金もポイントも
一つのアプリに載せて、地域のアプリとして永続
的に使っていただきたいと考えていますので、地
域住民の方々と一緒になってアプリを作っていけ
たらと思います。

２．プレミアム付商品券の電子化	
全国各地の自治体や商工団体と話をしている中
で、「プレミアム付商品券を紙で発行しているが、
それをデジタル化することはできないか？紙での
販売・管理・換金という一連の業務が煩雑な上
に、経済効果を計ることも難しく困っている。」
というお声をいただきました。
プレミアム付商品券とは、都道府県や市区町村
などの自治体であったり、もしくは商工会議所や
商工会、観光協会などの商工団体であったりが発
行する、地域内の登録店舗で使える商品券です。
このプレミアム付商品券をデジタル化すること
で、自治体や商工団体などの発行主体は商品券の
保管や販売時の事務負担が軽減されます。加盟店
では商品券の保管管理が不要となり、換金も金融
機関等へ持ち込みすることなく自動的に決まった
日に精算金額が口座に入金されます。利用者は商
品券を利用できる店舗をアプリで確認でき、１円
単位で使うことができます。

プレミアム付電子
4 4

商品券は、2020年9月に福
岡県うきは市でスタートし、次いで太宰府市、福
岡市内の商店街、大分県日田市など、2020年度
は６ヶ所で提供させていただきました。
2021年度に入ると、コロナ感染拡大により影
響を受けている地域経済や住民生活を支援する目
的で、全国各地の自治体でプレミアム付商品券が
発行されるようになりました。当初は多くの自治
体で紙の商品券を発行していましたが、購入にあ
たり長蛇の列ができてしまって感染防止の観点か
ら問題視されたこともあり、徐々に全国からデジ
タル化の相談が入ってくるようになりました。
それまでは、福岡県を中心に北部九州での提供
ばかりでしたが、全国に事業を展開して少しでも
多くの地域経済を支援していきたいと考え、
2021年5月に「株式会社まちのわ」を設立しま
した。
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熊本県天草市では、2022年3月に子育て給付
クーポン5万円分を地域通貨アプリ「天草のさ
りー」で提供。2022年4月からは移住定住者な
どへの交付金をデジタル地域商品券で提供した
り、市内の商工会議所・商工会がプレミアム付商
品券を「天草のさりー」で提供したりと活用の幅
が広がっています。市民からは「天草のさりー」
をきっかけにガラケーからスマホに買い替えたと
いう高齢の方や、デジタル通貨を使ってみたら楽
しかったので日常的にチャージできる地域通貨に
して欲しいといった声もあがり、市民の方々の反
応に私たちも驚いています。

５．茨城県内でも始まります	
2022年9月からは茨城県鹿嶋市でも私たちが

提供する地域通貨アプリを活用いただき、鹿嶋市
プレミアム付地域応援チケット「鹿嶋いがっ
PAY」の募集・発行が始まります。ぜひ多くの
方にご利用いただき、地域の商店に足を運んでい
ただきたいと思います。

地域通貨アプリを通じて、地域住民の方々にも、
地域外からの利用者にも、地域の商店や事業者を
知ってもらい、足を運んでいただくきっかけにな
ればと思います。そして、プレミアム付商品券に
留まることなく、地域の情報プラットフォームと
して皆さまと共に成長できればと願っています。

４．全国で導入が進んでいます	
地域通貨アプリは、全国30を超える地域で導入

いただいており、プレミアム付商品券のみならず、
観光振興や地域活性化にも活用いただいています。

例えば大分県日田市では、2020年12月にプレ
ミアム付商品券「ひたpay」を発行し、2021年
4月には同じアプリ上に宿泊券＋市内の飲食店・
土産店で使える商品券をセットで発行。日田市民
に加えて、日田に観光で訪れる人たちも含めて一
つの「ひたpay」アプリで市内事業者に送客する
仕組みを構築しています。利用者にはアプリの
プッシュ通知で新たな施策やキャンペーンを告知
することができ、リピーターを作ることにもつな
がっています。

福岡市の箱崎商店街では、アプリの位置情報を
活用し、商店街の活性化をはかる実証実験も行っ
ています。箱崎商店街では2020年11月にプレ
ミアム付商品券「キャッシュレス ハコぽっぽ」
を発行しましたが、そのアプリの利用者で希望す
る方を対象に、店舗に近づくとお得情報やクーポ
ンがプッシュ通知で送信される仕組みを提供。「ハ
コぽっぽ」を活用したマーケティングで購買促進
をはかり、商店街の活性化につなげる取組みも始
まっています。

当社は筑波銀行と連携し、地域のＤＸを支援してい
ます。
今回ご紹介したサービスについてご関心のある方
は、お取引のある筑波銀行営業店にお声がけくだ
さい。

が

外部寄稿
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